
かたくり荘従来型　利用料金

（１）基本料金（１日あたり） （２）食費・居住費（１日あたり）
従来型個室

１割 2割 ３割 食費 居住費 食費 居住費
要介護１ 589円 1,178円 1,767円 300円 0円 300円 380円
要介護２ 659円 1,318円 1,977円 390円 430円 390円 480円
要介護３ 732円 1,464円 2,196円 650円 430円 650円 880円
要介護４ 802円 1,604円 2,406円 1,360円 430円 1,360円 880円
要介護５ 871円 1,742円 2,613円 1,445円 915円 1,445円 1,231円

第１段階 市町村民税非課税世帯、生活保護・老齢福祉年金受給者、預貯金等の資産の状況 単身1000万円以下・夫婦2000万円以下
第２段階 市町村民税非課税世帯、年金80万円以下の方、預貯金等の資産の状況 単身650万円以下・夫婦1650万円以下
第３段階① 市町村民税非課税世帯、年金80万円〜120万円以下の方、預貯金等の資産の状況 単身550万円以下・夫婦1550万円以下
第３段階② 市町村民税非課税世帯、年金120万円超の方、預貯金等の資産の状況 単身500万円以下・夫婦1500万円以下
第４段階 市町村民税課税世帯

（３）加算項目（１日あたり）
金額

1割 2割 3割

日常生活継続支援加算（Ⅰ） 36円 72円 108円

看護体制加算Ⅰ 6円 12円 18円

看護体制加算Ⅱ 13円 26円 39円

夜勤職員配置加算（Ⅲ）イ 28円 56円 84円

栄養マネジメント強化加算 11円 22円 33円

外泊時費用 246円 492円 738円

初期加算 11円 22円 33円

安全対策体制加算 20円 40円 60円

看取り介護加算 72円 144円 216円

144円 288円 432円

680円 1,360円 2,040円

1,280円 2,560円 3,840円

死亡日以前31日以上45日以下

死亡日以前4日以上30日以下

死亡日の前日及び前々日

死亡日

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に
安全対策を実施する体制が整備されている。※入所時に1回のみ算定。

第３段階②
第４段階

内容 備考

・算定日の属する月の前6 月間又は前12 月間における新規入所者の総数のうち、要
介護状態区分が要介護4 又は要介護5 の者の占める割合が70％以上であること。
・算定日の属する月の前6 月間又は前12 月間における新規入所者の総数のうち、日
常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要と
する認知症である者(日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はM に該当)の占める割合が
65％以上であること。
・社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第1 条各号に掲げる行為を必要とする者の占
める割合が入所者の15％以上であること。

常勤の看護師を1 名以上配置していること。

看護職員の数が、常勤換算方法で、入所者の数が25 又はその端数を増すごとに1 以
上であり、かつ、配置すべき看護職員の数に1 を加えた数以上であること。
・夜勤職員が基準より1名多く配置していること。
・夜勤時間帯を通じ看護職員又は①社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第1 条各号
のいずれかの行為の実地研修を修了した介護福祉士、②特定登録証の交付を受けた
特定登録者、③新特定登録証の交付を受けている新特定登録者、④認定特定行為業
務従事者のいずれかを1人以上配置し、①②③の場合は、喀痰吸引等業務の登録を、
④の場合は特定行為業務の登録を受けていること。

・管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50（施設に常勤栄養士を１人以上配置
し、給食管理を行っている場合は70）で除して得た数以上配置すること。
・低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同し
て作成した、栄養ケア計画に従い、食事の観察（ミールラウンド）を週３回以上行
い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を実施すること。
・低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場
合は、早期に対応すること。
・入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施
に当たって、当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要
な情報を活用していること。

入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に対して居宅における外
泊を認めた場合は、1 月に6 日を限度として所定単位数に代えて算定する。
入所した日から起算して30 日以内の期間について算定する。30 日を超える病院又は
診療所への入院後に再入所した場合も同様とする。

第３段階①

介護保険負担限
度額認定区分要介護度

かたくり荘従来型 多床室

第１段階
第２段階



科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 50円 100円 150円

口腔衛生管理加算（Ⅱ） 110円 220円 330円

協力医療機関連携加算 50円 100円 150円

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 10円 20円 30円

生産性向上推進加算（Ⅱ） 10円 20円 30円

退所時情報提供加算 250円 500円 750円

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

（４）月額料金 あくまで目安の料金となります。
◎多床室 （条件/保険負担割合1割の場合の月額   ※31日計算)  （※31日計算) 

介護度 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 第４段階 2割負担 3割負担
1 33,699円 49,819円 57,879円 79,889円 97,559円 121,959円 146,358円
2 36,173円 52,293円 60,353円 82,363円 100,033円 126,906円 153,780円
3 38,753円 54,873円 62,933円 84,943円 102,613円 132,066円 161,519円
4 41,227円 57,347円 65,407円 87,417円 105,087円 137,014円 168,941円
5 43,665円 59,785円 67,845円 89,855円 107,525円 141,891円 176,256円

◎従来型個室 （条件/保険負担割合1割の場合の月額   ※31日計算)  （※31日計算) 
介護度 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 第４段階 2割負担 3割負担

1 45,479円 51,369円 71,829円 93,839円 107,355円 131,755円 156,154円
2 47,953円 53,843円 74,303円 96,313円 109,829円 136,702円 163,576円
3 50,533円 56,423円 76,883円 98,893円 112,409円 141,862円 171,315円
4 53,007円 58,897円 79,357円 101,367円 114,883円 146,810円 178,737円
5 55,445円 61,335円 81,795円 103,805円 117,321円 151,687円 186,052円

所定単位数（基本報酬単位＋各種加算）×14％が料金に加算（月額）

(以下は1月あたり）
・入所者ごとの、ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症、疾病の状況その他の入所
者の心身の状況等に係る基本的な情報を、少なくとも3月1回厚生労働省に提出して
いること。
・必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情
報、その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用しているこ
と。

(1)歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づ
き、入所者の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。
(2)歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月2
回以上行うこと。
(3)歯科衛生士が、(1)における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に
対し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。
(4)歯科衛生士が、(1)における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に
応じ対応すること。
(5)入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の管
理の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のため
に必要な情報を活用していること。

協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共
有する会議を定期的に開催していること。
協力医療機関が下記の①〜③の要件を満たす場合（協力医療機関の要件）

 ①入所者等の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う
体制を常時確保していること。

 ②高齢者施設等からの診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確
保していること。

 ③入所者等の病状が急変した場合等において、入院を要すると認められた入所者等
の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

・感染症法第6条第17項に規定する第二種協定指定医療機関（鶴岡市立荘内病院）と
の間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。
・協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時期の対応を取
り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機関等と連携し適正に対応してい
ること。

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を
検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラ
インに基づいた改善活動を継続的に行っていること。
・1年以内ごとに1回、業務改善の取り組みによる効果を示すデータの提供（オンラ
インによる提出）を行うこと。

医療機関へ退所（入院）する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者
等を紹介する際、入所者等の同意を得て、当該入所者等の心身の状況、生活歴等を
示す情報を提供した場合に、入所者等1人につき1回限り算定する。


